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（１）基本的な考え方 

各居住ゾーンを、それぞれの特性に応じ目指す方向性の実現に向け、下記の区域として設

定し、持続可能な居住環境の確保と住宅都市の魅力を高めます。 

山手ゾーン、中央ゾーン、浜手ゾーンは、都市再生特別措置法第 81 条に基づく「居住誘導

区域」とすることで、人口減少の中にあっても一定の人口密度を維持し、生活サービスやコ

ミュニティが持続的に確保されるよう、居住を誘導し、または維持を図ります。 

北部ゾーンは、人と自然が共生する「自然共生区域」として、既に形成されている一団の

住宅地の豊かな自然と調和した住環境の保全を図ります。 

注：法に基づく「居住誘導区域」とは、市街化区域内の一定のエリアにおいて人口密度を

維持することにより、都市機能やコミュニティが持続的に確保されるよう居住を誘

導すべき区域です。 

 

（２）本市における居住誘導区域の設定 

・本市は、市街化区域全域にわたり、比較的高い人口密度と生活に必要な施設等や公共交

通が概ね整っており、極端な人口減少や生活利便施設及び公共交通のサービス低下等

が起こることは現時点では想定されていないことから、市街化区域全域を居住誘導区

域とします。 

・上記のうち、法に基づく「居住誘導区域に含めてはならない区域※１」は、居住誘導区

域から除外します。また、都市計画運用指針に基づく「居住誘導区域に含まないことと

すべき区域※２」は、急傾斜地崩落対策工事や護岸嵩上げなどのハード面の整備と避難

所等の充足や情報発信などのソフト面の両面での災害対策を講じることで、居住誘導

区域に含めることとします。 

   

※１ 居住誘導区域に含めてはならない区域 

（都市再生特別措置法第 81 条第 19 項及び都市再生特別措置法施行令第 30 条） 

・土砂災害特別警戒区域【レッドゾーン】（土砂災害防止法） 

 

※２ 居住誘導区域に含まないこととすべき区域（都市計画運用指針） 

・土砂災害警戒区【イエローゾーン】（土砂災害防止法） 

・洪水浸水想定区域、高潮浸水想定区域、雨水出水浸水想定区域（水防法） 

・津波浸水想定区域（津波防災地域づくり法） 

１ 居住に関する区域の設定 

山手ゾーン 中央ゾーン 浜手ゾーン 
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第４章 誘導区域及び誘導施設 

 

（３）自然共生区域の設定 

市街化区域に含まれない奥池町、奥池南町の一部の区域については、豊かな自然環境と調

和を図りつつ形成された良好な住宅地を保全・育成するため地区計画が定められています。

そのことから、地区計画が定められた区域については、引き続き豊かな自然環境と共生する

住宅地として保全していくため、「自然共生区域」として設定します。 

なお、居住誘導区域に含めてはならない区域とされている土砂災害特別警戒区域【レッド

ゾーン】は、自然共生区域に含めないこととします。 

 

  

北部ゾーン 
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（４）居住に関する区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 居住に関する区域  
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第４章 誘導区域及び誘導施設 

 

（１）基本的な考え方 

中心拠点や地域拠点において、法に基づく「都市機能誘導区域※１」と「誘導施設※２」を

定め、都市機能を誘導・集約し、これらの各種サービスの効率的な提供をすることで、居住

者の利便性を維持・向上し、目指す都市の実現を図ります。 

   なお、誘導施設は、人口や施設の統廃合など情勢の変化を踏まえ、上位・関連計画

との整合を図りながら、必要に応じて見直しを行います。なお、誘導施設の見直しに応じて、

都市機能誘導区域についても見直しを行います。 

 

※１ 法に基づく「都市機能誘導区域」とは、居住誘導区域内において、都市機能を都市の

中心拠点や地域拠点に誘導し集約することにより、これらの各種サービスの効率的

な提供が図られるよう定める区域です。 

※２ 法に基づく「誘導施設」とは、都市機能誘導区域ごとに立地を誘導すべき施設を設

定するものであり、都市全体における現在の年齢別の人口構成や将来の人口推計、

施設の充足状況や配置を勘案し定める施設です。 

 

（２）都市機能誘導区域の考え方 

・都市全体を見渡し、鉄道駅に近く都市機能が一定程度充実している区域や、周辺からの

公共交通によるアクセスの利便性が高い区域等を設定します。 

・区域の規模は、一定程度の都市機能が充実している範囲で、かつ、徒歩や自転車等によ

り施設間が容易に移動できる範囲を設定します。 

  

２ 拠点における区域・施設の設定 

214



 

- 89 - 

（３）誘導施設の考え方 

・都市全体を見渡し、各拠点や居住ゾーンの地域特性や都市機能誘導区域の役割を勘案

し、また、既に都市機能誘導区域内に立地しており、都市機能を維持させ、さらに、都

市機能誘導区域外における居住環境の保全や効率的な都市経営を図るため、今後も区

域内に配置されることが望ましい施設を設定します。 

・日常生活で利用される医療・福祉・商業などの生活利便施設は、既に市街化区域内に一

様に分布し、日頃の暮らしの利便性を高めていることから、引き続き居住誘導区域内

全体において適宜分散して配置されることが望ましい施設です。居住誘導区域では、

比較的高い人口密度が保たれ、急激な人口減少が現時点では想定されないことから、

それら施設は都市機能誘導区域への誘導をせず、分散した配置をすることで生活利便

性の維持を図ります。 

 

日常生活で利用される主な生活利便施設は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

  

・商業施設（食料品店、飲食店、店舗、銀行等各種サービス施設） 

・福祉施設（デイサービス等の通所施設、地域包括支援センター など） 

・子育て施設（幼稚園、保育園、こども園、その他子育て支援施設） 

・医療施設（病院、診療所） 

・教育文化関係施設（教育文化センター など） 
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第４章 誘導区域及び誘導施設 

（４）本市における都市機能誘導区域の設定 

 

① JR 芦屋駅周辺・阪神芦屋駅周辺 

中央ゾーンに位置する中心拠点である JR 芦屋駅周辺・阪神芦屋駅周辺は、市内全域や市

外からの交通アクセスの利便性が高く、大規模商業施設や行政施設、日常生活に必要な施

設などが一定程度集積していることから、更なる充実を図るため、都市機能誘導区域とし

ます。 

 

② シーサイドセンター周辺、南芦屋浜センター地区周辺 

浜手ゾーンにある地域拠点のシーサイドセンター周辺、南芦屋浜センター地区周辺は、

計画的に商業施設等が整備・配置された街区であり、地域や市内外から訪れ、利用される

日常生活に必要な機能が一定程度配置・集積され、地域の暮らしの利便性を高めているこ

とから、引き続きそれら機能の維持・向上を図るため、都市機能誘導区域とします。 

 

阪急芦屋川駅周辺、阪神打出駅周辺等、上記以外の地域拠点は、日常生活に必要な施設が集

積し、市民生活を支える、それら機能の維持・向上を目指す拠点です。これらの拠点に集積す

る施設は、現時点では市街化区域内に一様に分布し、日頃の暮らしの利便性を高めていること

から、能動的に誘導を行わない施設です。そのため、それらが集積する地域拠点においては、

都市機能誘導区域の設定をしないこととします。 

 

 

なお、上記①、②の都市機能誘導区域における除外する区域の考え方は居住誘導区域と同様

とします。都市機能誘導区域には含めてはならない区域である土砂災害特別警戒区域（レッド

ゾーン）はありません。含まないこととすべき区域である各水害の浸水想定区域は、護岸嵩上

げなどのハード面の整備と避難所等の充足や情報発信などのソフト面の両面での災害対策を講

じることで、都市機能誘導区域に含めることとします。 

  

中心拠点 

地域拠点 
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（５）本市における誘導施設の設定 

以下の施設を誘導施設とし、施設の基準は下表のとおりです。 

 

① JR 芦屋駅周辺・阪神芦屋駅周辺 

・広域的に利用され、食料品や日用品などの日常生活に必要なサービスや各種専門的

サービスを提供する「大規模商業施設」 

・全市民に利用される総合的な「行政機能を有する施設」 

 ※「図書館」を位置付ける方向で検討中 

 

② シーサイドセンター周辺、南芦屋浜センター地区周辺 

・地域や市内外から訪れ、利用される日常生活に必要なサービスを主に提供する「大

規模商業施設」 

 

表 誘導施設の設定基準 

誘導施設 誘導施設の基準 

大規模商業施設 店舗面積が 3,000 ㎡以上の商業施設 

行政機能を有する施設 本庁舎（北館、南館、東館）、分庁舎、公光分庁舎、消防庁舎 

 

 

 

  

中心拠点 

地域拠点 
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第４章 誘導区域及び誘導施設 

（６）都市機能誘導区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 都市機能誘導区域  
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（１）検討中 

検討中 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 誘導施策 
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第５章 

防災指針 

 

１ 立地適正化計画における 

防災指針とは 

２ 地域ごとの防災上の課題 

３ 防災まちづくりの取組方針 

４ 具体な取組及びスケジュール 

 

 

 

 

  

221



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

222



- 97 -

（１）位置づけ

防災指針は、「都市再生特別措置法」の改正に伴い立地適正化計画に定める指針であり、居

住や都市機能の誘導を図る上で必要となる都市の防災に関する機能や居住者の安全の確保を

図るための指針です。 

防災指針の検討にあたっては、防災に係る計画である「芦屋市地域防災計画」や「芦屋市

強靭化計画」等と整合を図りました。 

（２）検討の流れ

防災指針は、次の手順で検討を行いました。 

Step1：本市における災害ハザード情報等を収集、整理 

Step2：災害リスクの高い地域等を抽出 

Step3：地域ごとの防災上の課題の整理 

Step4：防災まちづくりの取組方針の検討 

Step5：具体的な取組及びスケジュールの検討 

（３）防災指針に基づく取組の対象範囲

本市は北部地域、山手地域の一部において土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン）、土砂災

害警戒区域（イエローゾーン）が指定されています。 

また、河川沿岸や海岸部周辺を中心に広く洪水浸水想定区域、雨水出水（内水氾濫）浸水

想定区域、高潮浸水想定区域が指定されており、さらにそのエリアでは南海トラフ巨大地震

時の津波による浸水も想定されているところがあります。また、南海トラフ巨大地震などの

大規模地震災害の発生の可能性も高まっています。 

防災指針の取組は、基本的に居住誘導区域内を対象として、災害リスク分析の結果を踏ま

えて定めることとされています。 

しかし、市内全域で様々な災害リスクを抱えており、居住誘導区域外に現に生活している

市民もいることから、居住誘導区域外も取組の対象範囲とします。 

１ 立地適正化計画における防災指針とは 

考え方のみ 

計画書に掲載 

計画書に掲載 
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第５章 防災指針 

 

（４）災害リスク分析・定量的評価の考え方 

洪水浸水想定区域等のハザード情報と住宅の分布、避難所や病院等の各種都市の情報

を重ね合わせ、本市のどこで、どの程度の被害が見込まれるかを分析します。 

また、これらの災害リスク分析結果を踏まえ、浸水想定区域内の住宅の数、水害により

機能低下が見込まれる施設の数、途絶するおそれのある道路の範囲などを算定して、定

量的な評価を行います。 

洪水、高潮、津波、内水による浸水想定区域等のデータを用いた分析及び評価は、災害

リスクを重視し、想定し得る最大規模を採用します。 

地震については、いつ、どこで、どの程度の規模で発生するか予測不可能であり、誘導

的手法による災害リスクのコントロールが困難であるため、分析の対象とはしていませ

んが、全市的に建物の耐震化・不燃化を推進することにより、防災機能の向上に取り組み

ます。 

 

重ね合わせる情報 
分析の視点 

ハザード情報等 都市の情報 

浸水深（洪水・高潮・内水） 

避難所や 

病院等の分布 

・施設の浸水対策の必要性 

・災害時要援護者の避難対策の必要性 

・早期の避難の必要性 

浸水継続時間（洪水） 

浸水深（津波） 

浸水深（洪水・高潮・内水） 
住宅の 

分布 

・被災住宅数の規模 

・垂直避難の可否 

・生命に関わる重大な災害リスクの有無 家屋倒壊等氾濫想定区域 

浸水深（洪水・高潮） 

人口密度 

・被災人口の規模 

・生命に関わる重大な災害リスクの有無 

・災害による孤立への対策の必要性 

家屋倒壊等氾濫想定区域 

土砂災害警戒・特別警戒区域 

浸水深（洪水・高潮・内水） 緊急輸送道路 ・通行不能となる緊急輸送道路の有無 

  

検討中 
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（５）災害リスクの高い地域 

① 『洪水・高潮・内水浸水深』に関する災害リスクの基準 

一般的な家屋では、浸水深 0.5m以上で

1階が、浸水深 3m以上で 2階が、浸水深

5m以上で 3階が床上浸水します。 

浸水深 0.5m以上に避難所や病院等が立

地する場合、浸水による孤立や安全な避難 空間

の確保や災害時要援護者の避難支援が必要

になる可能性があります。 

また、浸水深 0.5m以上が想定される地

域は、車が浮いたり車内に閉じ込められた

りするなど、避難時の車の使用が危険であ

り、歩いて避難することも困難になるため、浸水深 0.5m以上が想定される地域は災害

リスクが高い地域であると考えられます。 

 

② 『洪水浸水継続時間』に関する災害リスクの基準 

避難が困難となる深い浸水（0.5m以

上）が続く時間（浸水継続時間）が長

い場合、建物の 2階以上に垂直避難し

命が守られたとしても、その後の生活

に支障が出るおそれがあります。 

垂直避難時には、各家庭での飲料水

や食料等の備蓄により生活を維持する

ことになりますが、必要な量の備蓄が

ない場合、健康障害の発生や最悪の場

合は生命に危険を及ぼす可能性があり

ます。 

したがって、長時間の浸水が想定される地域は災害リスクがありますが、その中でも

3日以上浸水し続ける地域は災害リスクが高い地域であると考えられます。 

  

図 浸水深と家屋等浸水の関係 

図 自宅で垂直避難した場合の生活環境イメージ 

（出典：内閣府資料） 

検討中 
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第５章 防災指針 

 

災害リスクを分析した結果を踏まえ、今後必要となる対策の方向性を定めるため、特にリ

スクの高い地域が含まれる場所や避難の際に注意が必要な場所を中心に抽出し、地域ごとの

課題を次のとおり整理しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 地域ごとの防災上の課題  

２ 地域ごとの防災上の課題 

検討中 
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地域ごとの防災上の課題を踏まえ、安全安心な生活空間を創造に向けて、ハード・ソフト

両面から防災・減災対策を計画的に推進していくための取組方針を次のとおり設定しました。 

なお、行政が行う取組（公助）だけでは限界があることから、市民や事業者が生命を守る

取組（自助）や地域で助け合う取組（共助）も併せて推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 地域ごとの取組方針  

３ 防災まちづくりの取組方針 

検討中 

227



- 102 -

第５章 防災指針 

（１）検討中

検討中 

４ 具体的な取組及びスケジュール 

検討中 
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今後のスケジュール 

令和６年度 １０月４日 ・ ビジョン策定の考え方

２月４日 ・ ビジョン素案

２月１８日 所管事務調査（市議会） 

３月１１日～ 
パブリックコメントの実施 

令和７年度 ４月２１日 

5 月１４日 本部会議（庁内組織） 

5 月２３日 ・ ビジョン原案

・ 都市マスの見直し概要

６月９日 所管事務調査（市議会） 

７月１１日 検討部会（庁内委員） 

８月６日 本部会議（庁内組織） 

８月２１日 ・ 中間報告

１０月中旬 検討部会（庁内委員） 

１０月下旬 本部会議（庁内組織） 

１１月２５日 ・ 都市マス素案

１２月上旬 所管事務調査（市議会） 

１２月下旬～ パブリックコメントの実施 

１月下旬 本部会議（庁内組織） 

２月上旬 ・ 都市マス原案

２月下旬 所管事務調査（市議会） 

３月下旬 都市マス改訂 

229
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